
 

 

 

 

 

 

新年あけまして 

おめでとうございます 
旧年中は何かとお世話になりありがとうございました

本年もどうぞよろしくお願いいたします 

一昨年、昨年と新型コロナに振り回された二年間

でした。昨年１０月から感染状況も落ち着きを見せ、

新年は通常の活動に徐々に戻るものと期待していま

した。しかし、１月になるとオミクロン株による感染者が

急増し、またもや行動制限が再開されつつあります。 

このような状況の中、２月より高齢者への３回目の

ワクチン接種も始まります。多くの人に接種していただく

とともに、引き続き感染予防対策に十分配慮していた

だき、１日でも早い収束を願います。 

さて、このコロナ感染拡大により、市内の産業界も

多大な影響を受けています。めがね業界においては

昨年のＩＯＦＴ２０２１国際メガネ展にて出展企業のお話

をお伺いしたところ、徐々に回復の動きはあるものの依

然として厳しい状況にあるとのことです。 

さらに、業務用漆器を主力としている越前漆器業

界はより厳しい状況に見舞われています。たとえ外食

産業や観光産業が復活しても、漆器業界に恩恵が

もたらされるまでにはさらに長い時間を要すものと思わ

れます。国の補助金の活用や市独自の支援策を模

索し、着実に推進していかなければならないとの思い

を強くしています。（原稿作成時と状況が違っている場合があ

ります。あしからずご了承ください。） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、持ち時間を質

問、答弁合わせて４５分に制限して行われました。 

◎これからの取り組みは 

政府は、二酸化炭素排出量を２０３０年までに４６％削減、

２０５０年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指すとしてい

ます。これを受け、鯖江市も昨年５月にゼロカーボンシティ

宣言を行いました。環境省は２０５０年、実質ゼロを達成する

には、とりわけ２０３０年までの１０年間が重要と指摘していま

す。 

（Ｑ）目標達成に向かってのロードマップは 

2022年３月改定の第５期鯖江市環境基本計画改訂版に

２０５０年までのカーボン排出実質ゼロを明記するとのこと。

目標達成に向かってのロードマップはどの程度描かれてい

るのか。 

（A）市はゼロカーボンシティの宣言以来、再生可能エ

ネルギーの積極的な利用や、ごみの分別、削減。それと業務
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のペーパーレス化などの取り組みを展開しています。 

国は２０２１年６月に、２０５０年地方脱炭素社会実現に向け

たロードマップを公表しています。その中で２０３０年までに集

中して行う施策などを提示しています。 

 国のロードマップは、ゼロカーボンシティ宣言をする全国市

町村の指針となるものです。市では、まず現在改訂中の環境

基本計画の中で脱炭素社会へ取り組む方向性、並びに目

指すべき指標を示します。２０５０年までの施策を盛り込んだ

ロードマップは、国との整合性を図りながら今後作成していき

たいと考えています。 

（Ｑ）「脱炭素社会の実現」などの推進チームが必

要では 

鯖江市はＳＤＧｓの目標ＮＯ．５「ジェンダー平等を実現し

よう」に力を入れています。しかし、脱炭素社会の実現には

他の幾つかの目標にも取り組まなければなりません。とても

担当課だけでは背負い切れない幅広いテーマです。全庁的、

横断的な推進チームの設置が必要ではないか。 

（A） 令和４年度の予算編成方針においては、脱炭素

社会の実現の特別枠を設けました。さらに、改定を進めてい

る第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略においても、

当宣言の実現に向けた取り組みをしっかりと盛り込んでいくと

いう方針を示しています。推進チームの設置については、関

係部署とその必要性について十分検討します。 

まずは全庁的に取り組みを進め、市全体でゼロカーボンシ

ティ宣言の実現に向けた推進力を高めることが最優先である

と考えています。 

◎産業界や市民への対応策は 

（Ｑ）産業界への働きかけは 

ＣＯ₂排出量の最も大きな割合を占めているのは、産業部

門です。鯖江市の産業部門の推計値は２３万２千トンで全体

の３９％を占めています。ゼロカーボンへの取り組みを促す

からには、企業の意識改革はもちろんですが、初期投資コス

トを行政が支援するという覚悟がないと実現には至らない

のではないか。産業界への働きかけや支援策をどのように

考えているのか。 

（A）鯖江商工会議所では令和４年度からの環境アクシ

ョンプランの策定を目指しています。このアクションプランで

は、会員事業所の取り組みへの支援、地域行政との連携、

商工会議所事務局内の環境対策を３つの柱とし、取り組み

の数値目標、定期的な見直しなども設定される予定となって

います。市も商工会議所のこれらの取り組みに連携していき

たいと考えています。 

 また、商工会議所と市、眼鏡、繊維、漆器の産地組合、お

よび観光協会等で組織しています環境・デジタルトランスフォ

ーメーションを切り口に地域課題を解決する取り組みを行っ

ています。実際に各事業者が事業活動の中で、どのくらいの

ＣＯ₂を排出しているかの算出方法などについて、セミナーや

実務を通じ学んでいただいています。 

 また、産業界の支援ですが、商工会議所の取り組みや国

や県の動向も注視しながら、その解決に向けた支援方法も

含め検討していきたいと考えています。 

（Ｑ）家庭ごみ減量化への対応について 

 家庭から排出されるごみの削減も喫緊の課題です。資源

物の分別をさ

らに進め、焼却

ごみの量減ら

せば、排出され

るＣＯ₂が削減

されます。しか

し、現状を見ま

すと、コロナ禍

という特殊な

要因があった

としても、減量化が思惑どおりに進んでいません。これまで

の焼却ごみの組成調査では、資源化できるごみの混入がま

だ多いと報告されています。例えば、どの程度までなら資源

ごみになるのかという意識改革。また、鯖江市は何でも燃や

ゼロカーボンに関わるSDGｓの目標 

容器包装プラコンテナに投げ込まれたゴミ 

意見 国は地方創生、ＳＤＧｓに続き脱炭素社会実現

と次々と地方自治体に要請してきます。これに対応する

市職員は本当に大変だと思います。全庁的に力を合わ

せ、効率よく推進できるよう工夫、改善を要望します。 

 



してくれるから面倒な分別はしないで良いという都市伝説

的な意識改革。これらに取り組むだけでもかなりの効果が

得られるのではないかと思います。市民の意識改革に対し

てどのように取り組もうとしているのか。 

（A）ごみの減量化には、以前よりごみ問題懇話会で議

論がなされて、その時々に応じた施策を行い、広報等により

周知してきました。しかし、コロナ禍でのテイクアウト容器等の

増加など、減量化には繋がっていないのが現状です。 

燃やすごみの組成調査では約３分の１が紙類、色トレイな

どの資源ごみであることが判明しています。このことが改善さ

れれば結果的にＣＯ₂の削減につながります。 

 市では、削減に向けた新たな取り組みとして、自分が出す

ごみに責任を持ってもらい、分別意識の向上を目指すため

に、ごみ袋への記名による取り組みを行います。現在、各地

区の区長会を回り、御意見をいただいています。その後、各

町内で丁寧な説明を行っていく予定です。 

 また、市民の意識改革は、分別後どのような製品に生まれ

変わるのかを丁寧にお知らせすることで、分別意識の改革に

少しでも繋げ、減量化を図っていきたいと考えています。 

（Ｑ）プラスチックコンポストの補助制度を考え

てはどうか 

家庭から排出される生ごみ対策も重要なテーマです。水

分量の多い生ごみを減らすことがトータル的にＣＯ₂削減に

つながります。「エコネットさばえ」では、段ボールコンポスト

の普及を図ってきました。しかし、プラスチックコンポストの

ほうが耐久性、

容量、手間な

どの点で優れ

ていることは

明らかです。

生ごみは各家

庭で堆肥化し

ていただくの

が最善の方法です。ごみ減量化の有効な対策の１つとして、

プラスチックコンポストの補助制度を考えてはどうか。 

（A）燃やすごみの約４分の１を占める生ごみの削減は、

ごみの減量化に直結するものです。生ごみを堆肥化するコン

ポストに対し、安価に購入できるよう補助しています。このモ

ニター事業で推奨するコンポストには、段ボールコンポストの

ほか、ＬＦＣコンポストと言う再生樹脂を用いた耐久性のある

環境配慮型の容器もあります。環境に配慮した再生プラスチ

ックでつくられた製品を、このモニター事業の補助対象として

加えることを検討します。 

◎公共施設での取り組みについて 

（Ｑ）温浴施設でのバイオマスボイラーの導入は 

 鯖江市の温浴施設は重油などの燃料を使用しています。

ＣＯ₂の発生源となっています。これらの施設の熱源をバイ

オマス燃料に切り替えていけば、カーボン削減につながるこ

とは明らかです。例えば「ラポーゼかわだ」でバイオマスボイ

ラーに徐々に転換していくことも有効な手段の１つです。 

また、ホールに薪か木質ペレットを使ったストーブを設置

すれば、自然の炎が癒し効果を与えるとともに、市のゼロカ

ーボンシティへの取組がアピールできます。これらに使うバ

イオマス燃

料の需要を

喚起すれば、

倒木や間伐

材を有効利

用できます。

また、山林

の整備が促

進され、地

域の林業の

活性化につながる道筋もできます。新たな就労の場を提供

できるかもしれません。環境省も、地域脱炭素移行再エネ推

進交付金などの支援メニューを打ち出しています。バイオマ

スのボイラーや薪ストーブなどの導入について検討すべきで

はないか。 

（A）現在、温浴施設の燃料は灯油等を使用しています。

これをバイオマス資源の１つである木材を燃料とすることで、

二酸化炭素の排出削減が図られるほか、間伐材や廃材など

廃棄処分されていたものがペレットなどの燃料として再生さ

れるために、資源の有効活用に寄与できます。 

 一方で、設備導入による初期費用の面、出力の変動や起

動停止に時間がかかる。また、メンテナンスの負担が増加す

るといった使い勝手の面。また、燃料となる薪、チップ、ペレ

ットの地域調達と安定供給などが課題と指摘されています。 

 あわら市、また大野市の先進事例も参考にしながら、温浴

ダンボールコンポスト（エコネットさばえ） 

木質ペレットストーブ（薪ストーブに比べてメン

テナンスが容易） 

意見 モニター事業の中でコンポスト購入支援をし

ているということを、市民は殆ど知らないと思います。こ

れは環境課のほうで引き取って、もっと積極的にＰＲし

ていくべきと思います。 

 



施設へのバイオマスボイラーの導入については、研究してい

きます。 

 また、ペレットストーブの設置については、ラポーゼかわだ

などの温浴施設に限らず、市民や利用者への啓発効果の高

い施設への導入について、指定管理者とも相談しながら考

えていきます。 

（Ｑ）公共施設のＬＥＤ化について 

公共施設における照明のＬＥＤ化は、施設の改修に伴い

進められているのが現状です。しかし、市全体では遅々とし 

た歩みに感じます。公共施設の中には、いまだに白熱灯を使

用しているところもあります。ゼロカーボンシティ宣言を行っ 

たならば、着実に計画的にＬＥＤ化を進めるべきではないか。 

（A）これまでに公民館や学校など、市民の避難所や防

災上の拠点となる施設の改修時に順次進めてきました。市内

の公共施設ですと３３２棟のうち、照明器具の全部または一

部をＬＥＤ化した棟は３６棟です。器具総数で２１％がＬＥＤ化

しました。 

 公共施設等総合管理計画に基づき、施設改修と同時にＬ

ＥＤ化を実施し、省エネルギー化、長寿命化、修繕コスト低

減を図りたいと考えています。 

◎太陽光発電に対する取り組みについて 

（Ｑ）補助制度を検討しては 

鯖江市の地理的条件を考慮しますと、太陽光発電に期待

しなければなりません。そのためには、一般住宅への太陽光

パネルの設置を促さなければなりません。しかし、パネル価

格の上昇、買い取り価格の低下など、かえって環境が厳しく

なっています。太陽光パネル設置に対して、補助制度の再開

を検討してもよいのではないか。 

（A）市では、平成２１年度から２８年度まで、住宅用太陽

光発電システム設置補助制度を行ない６３１件、２千７百万円

の補助金を助成しました。 

 ゼロカーボンシティを目指す本市としては、太陽光発電シ

ステム補助制度の創出は、大変有意義な事とは思いますが、

民間での手法もあることから、市独自の補助制度は、今後ニ

ーズ調査や、国、県の動向を見ながら、検討していきたいと

考えています。 

（Ｑ）総合体育館に太陽光パネルを設置しては 

環境省は、２０３０年までに国や自治体の設置可能な建築

物や土地の５０％に太陽光パネルを設置するという方針を

公表しました。新築の公共施設には、太陽光パネルの設置を

標準化すると明記した一方、既存の建物などでも設置を加

速するよう求めています。 

総合体育館は災害時の物資集積センターと拠点避難所

に位置づけられている重要な施設です。仮に、大規模災害

で停電した場合、避難所としての機能を果たすことができな

くなります。 

環境省の令和４年度の事業でも、災害停電時に公共施設

へのエネルギー供給が可能な再生可能エネルギー設備等

の導入支援というメニューが準備されています。ゼロカーボ

ンシティへの取組の一環として、また、災害対策の面からも、

総合体育館に太陽光パネルを設置すべきではないか。 

（A）総合体育館は災害時の物資集積センターと緊急避

難所に指定されている非常に大切な、重要な施設です。しか

し、総合体育館の屋根面は十分な耐力が確保できないという

可能性があり、現時点では屋根への設置は困難です。 

その他の公共施設への設置については、公共施設等総

合管理計画に基づき、計画的改修の中で進めることが効率

的で経済的な計画となるため、今後は設置可能性の検討に

ついて各関係課と協議を行っていきます。 

 

 

 

総合体育館（太陽光パネルを設置すべきでは） 

意見 公共施設におけるＬＥＤ化は遅れていると実

感します。施設改修に合わせるのは確か経済的ではあ

りますが時間がかかります。できるところから確実に進め

ることも検討していただきたい。 

 

意見 鯖江市の公共施設では旧土木事務所に設

置してあるのみです。総合体育館においても出来ない

理由を探すより、どうしたら設置出来るか考えていただ

きたい。脱炭素社会実現に向け、市の姿勢を見せるた

めにも前向きに取り組むべきと考えます。 

＊このレポートの経費は政務活動費を活用しています。また、PCの文字種により、やむなく「鯖」と「鯖」の文字を併用する場合があります。 

 

あとがき 懸念されていた第６波が現実のものとなりまし

た。症状は軽いというものの、急激な感染拡大は予想以上で、

どこまで数を伸ばすのか予測できません。海外の例では収束

に向かっている所もありますが、感染対策を怠らず体調を整え

るよう気を付けてください。皆様が明るい春が迎えられますよ

う心よりお祈り申し上げます。 


